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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第７期 

第３四半期 
連結累計期間 

第８期 
第３四半期 
連結累計期間 

第７期 

会計期間 
自平成28年１月１日 
至平成28年９月30日 

自平成29年１月１日 
至平成29年９月30日 

自平成28年１月１日 
至平成28年12月31日 

売上高 （百万円） 10,126 11,507 12,938 

経常利益 （百万円） 1,657 2,368 1,572 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 1,056 1,605 942 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 887 1,639 957 

純資産額 （百万円） 4,716 6,270 4,785 

総資産額 （百万円） 11,410 12,003 11,547 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 202.59 325.50 183.24 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） 192.89 307.80 174.51 

自己資本比率 （％） 38.0 48.8 37.7 

 

回次
第７期

第３四半期
連結会計期間

第８期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △33.56 40.07 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．前第２四半期連結会計期間において行われた企業結合に係る暫定的な会計処理が前連結会計年度末に確定し

ており、前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間の関連する主要な経営指標等について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直しが反映された後の金額によってお

ります。 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間（平成29年１月１日～平成29年９月30日）におけるわが国経済は、企業収益の底堅い

推移により、雇用・所得環境が改善するなど、引き続き緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら世界経済

においては、米国トランプ政権の政策運営や北朝鮮による地政学リスクの影響などが懸念され、先行き不透明な状

況が続いております。

 国内の農業においては、肥料や農薬などの農業資材や流通加工分野の業界再編を促す「農業競争力強化支援法」

が施行され、わが社を取り巻く環境も大きく変化することが予想されます。

 このような情勢のもと、当社グループは、国内外において、各製品の販売拡大のため積極的な営業活動を行って

まいりました。

 これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は115億７百万円（前年同四半期比13億81百万円増加、同

13.6％増）、営業利益は23億79百万円（前年同四半期比５億19百万円増加、同27.9％増）、経常利益は23億68百万

円（前年同四半期比７億10百万円増加、同42.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は16億５百万円（前年

同四半期比５億49百万円増加、同52.0％増）となりました。

 

 当社グループはアグリテクノ事業の単一セグメントでありますが、各分野別の業績につきましては以下のとおり

であります。 

 農薬分野では、国内市場においては殺虫剤「オンコル」や殺ダニ剤「ダニサラバ」などの一部製品において出荷

減少などもありましたが、水稲用除草剤の新製品が好調に推移したため、売上高は前年を上回りました。また海外

市場においては、海外向け殺ダニ剤「ダニサラバ」（シフルメトフェン剤）の販売はわずかに前年を下回りました

が、水稲用除草剤の原体販売、殺虫剤「オンコル」が伸長し売上高は前年を上回りました。これらにより、農薬分

野全体の売上高は86億39百万円（前年同四半期比６億44百万円増加、同8.1％増）となりました。

 肥料・バイオスティミュラント分野では、国内市場においては「ハウス肥料」や「養液土耕用肥料」を中心に出

荷が増加し、また海外向け植物成長調整剤「アトニック」が大きく出荷数量を伸ばしたことなどから、肥料・バイ

オスティミュラント分野全体の売上高は28億67百万円（前年同四半期比７億37百万円増加、同34.6％増）となりま

した。

 

(2）財政状態の分析

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ４億56百万円増加し、120億３百万円となり

ました。これは現金及び預金の減少１億87百万円、受取手形及び売掛金の増加４億94百万円が主な原因です。

 負債につきましては、前連結会計年度末に比べ10億28百万円減少し、57億33百万円となりました。これは、支払

手形及び買掛金の減少７億19百万円、短期借入金の減少９億93百万円が主な原因です。

 純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ14億84百万円増加し、62億70百万円となりました。これは、親

会社株主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加が主な原因です。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は７億13百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動状況に重要な変更はありません。

 

- 2 -



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,536,000 5,536,000
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であり、単元株式数

は100株でありま

す。

計 5,536,000 5,536,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 5,536,000 － 461 － 504

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   603,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,931,600 49,316 －

単元未満株式 普通株式     800 － －

発行済株式総数 5,536,000 － －

総株主の議決権 － 49,316 －

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＯＡＴアグリオ株式会社
東京都千代田区神田小川

町一丁目３番１号
603,600  － 603,600 10.90

計 － 603,600  － 603,600 10.90

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,774 2,587 

受取手形及び売掛金 3,064 3,558 

商品及び製品 2,019 1,634 

仕掛品 199 333 

原材料 632 733 

その他 429 579 

貸倒引当金 △18 △21 

流動資産合計 9,100 9,405 

固定資産    

有形固定資産 1,766 1,800 

無形固定資産    

のれん 119 95 

その他 119 105 

無形固定資産合計 239 200 

投資その他の資産 440 596 

固定資産合計 2,446 2,597 

資産合計 11,547 12,003 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,169 1,449 

短期借入金 1,979 985 

未払法人税等 272 633 

返品調整引当金 24 19 

売上割戻引当金 50 202 

賞与引当金 89 130 

その他 594 781 

流動負債合計 5,179 4,202 

固定負債    

長期借入金 1,032 1,000 

役員退職慰労引当金 12 2 

退職給付に係る負債 216 208 

繰延税金負債 48 63 

その他 273 256 

固定負債合計 1,581 1,530 

負債合計 6,761 5,733 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 461 461 

資本剰余金 2,721 2,721 

利益剰余金 2,078 3,535 

自己株式 △788 △788 

株主資本合計 4,474 5,931 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △23 9 

為替換算調整勘定 △73 △62 

退職給付に係る調整累計額 △19 △18 

その他の包括利益累計額合計 △116 △71 

新株予約権 3 3 

非支配株主持分 425 407 

純資産合計 4,785 6,270 

負債純資産合計 11,547 12,003 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 10,126 11,507 

売上原価 5,489 6,066 

売上総利益 4,637 5,440 

販売費及び一般管理費 2,777 3,061 

営業利益 1,859 2,379 

営業外収益    

受取利息 11 16 

受取配当金 4 3 

助成金収入 － 6 

その他 9 12 

営業外収益合計 24 39 

営業外費用    

支払利息 21 21 

為替差損 193 26 

その他 11 1 

営業外費用合計 226 50 

経常利益 1,657 2,368 

特別利益    

固定資産売却益 0 1 

特別利益合計 0 1 

特別損失    

固定資産除却損 0 0 

関係会社株式評価損 119 28 

特別損失合計 119 29 

税金等調整前四半期純利益 1,538 2,340 

法人税、住民税及び事業税 614 812 

法人税等調整額 △139 △70 

法人税等合計 474 742 

四半期純利益 1,063 1,597 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
7 △7 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,056 1,605 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 1,063 1,597 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △46 33 

為替換算調整勘定 △170 7 

退職給付に係る調整額 40 1 

その他の包括利益合計 △176 42 

四半期包括利益 887 1,639 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 921 1,650 

非支配株主に係る四半期包括利益 △33 △11 
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高 

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形割引高 33百万円 4百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

 当社グループが販売する製品は、農繁期に備え春季に出荷が集中する傾向にあります。このため第２四半期連結

累計期間の売上高は第３四半期以降の売上高と比べ高くなる傾向にあります。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日）

減価償却費 130百万円 150百万円

のれんの償却額 140 19

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成28年１月１日 至平成28年９月30日）
１．配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月19日 

取締役会
普通株式 161 30  平成27年12月31日  平成28年３月24日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成29年１月１日 至平成29年９月30日）
１．配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月17日

取締役会
普通株式 147 30  平成28年12月31日  平成29年３月23日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社グループは、アグリテクノ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 202円59銭 325円50銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,056 1,605

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,056 1,605

普通株式の期中平均株式数（株） 5,212,647 4,932,360

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 192円89銭 307円80銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 262,146 283,526

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

- -
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２９年１１月９日

Ｏ Ａ Ｔ ア グ リ オ 株 式 会社 

取 締 役 会 御 中 

 

有限責任監査法人ト ー マ ツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐 野 明 宏  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 古 谷 大二郎  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＯＡＴアグリ

オ株式会社の平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２９

年７月１日から平成２９年９月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２９年１月１日から平成２９年９月 

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＯＡＴアグリオ株式会社及び連結子会社の平成２９年９月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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